
- 30 - 

 
平成17年5月期 個別財務諸表の概要                  平成17年 7月 8日 

 

会 社 名 シグマ光機株式会社 
上場取引所 JASDAQ 

コ ー ド 番 号 7713 本社所在都道府県  埼玉県 
(ＵＲＬ http://www.sigma-koki.com/)  

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 杉山 茂樹  

問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏名 菊池 健夫 ＴＥＬ(03)5638-8221 

決算取締役会開催日 平成17年 7月 8日 中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成17年 8月25日 単元株制度採用の有無 有 

配当支払開始予定日 平成17年 8月26日 （1単元 1,000株） 
 
  1．平成17年5月期の業績（平成16年6月１日～平成17年5月31日） 

(１)経営成績 （百万円未満は切捨表示） 
 

売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％      百万円 ％    百万円 ％ 

17年5月期 6,284 （   9.6）  814 （   8.6）  970 （  11.8） 

16年5月期 5,733 （  13.0）  749 （  69.0）  867 （  53.6） 

 
 
 当期純利益 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり 
当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

     百万円 ％  円 銭  円 銭   ％   ％   ％ 

17年5月期   643 (  25.8)   81 10 80 50 7.0  7.4 15.4 

16年5月期   511 ( 158.7)   64 97 64 37 5.9  6.7 15.1 

（注） 1.期中平均株式数 17年5月期 7,709,166株  16年5月期 7,637,169株 

 2.会計処理方法の変更                 無     

 3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(２)配当状況 （百万円未満は切捨表示）

 1株当たり年間配当金 
  中間 期末 

配当金総額 

(年間) 
配当性向 株主資本配当率 

  円 銭  円 銭  円 銭     百万円  ％  ％ 
17年5月期 20 00 0 0 20 00 155 24.7 1.6

16年5月期 17 00 0 0 17 00 130 26.2 1.5

 

(３)財政状態 （百万円未満は切捨表示） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本 
  百万円  百万円  ％  円 銭 

17年5月期 12,982 9,466 72.9 1,218 72

16年5月期 13,331 8,889 66.7 1,154 05

（注）1.期末発行済株式数 17年5月期 7,752,500株 16年5月期 7,689,500株 

 2.期末自己株式数 17年5月期 259,228株 16年5月期 322,228株 

 

  2．平成18年5月期の業績予想（平成17年6月1日～平成18年5月31日） 

1株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

  百万円  百万円  百万円  円 銭  円 銭  円 銭 

中間期 3,365 525  285 0 0  － －  － －  

通期 7,000 1,145 655 － －  20 00  20 00  

   （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   82円 17銭 
※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績
は、今後、様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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個別財務諸表等 

貸借対照表 

 
 前事業年度 

(平成16年5月31日現在) 

当事業年度 

(平成17年5月31日現在) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

増減 

(千円) 

(資産の部)  
  

Ⅰ 流動資産         

1. 現金及び預金   2,277,144   1,972,247  △ 304,897 

2. 受取手形 ※2  883,078   911,149  28,071 

3. 売掛金 ※2  1,094,414   1,025,598  △ 68,816 

4. 有価証券   91,639   61,401  △ 30,237 

5. 製品   446,468   509,152  62,684 

6. 原材料   636,877   686,023  49,146 

7. 仕掛品   164,948   153,417  △ 11,531 

8. 貯蔵品   24,796   26,564  1,768 

9. 前渡金   8,119   －  △ 8,119 

10. 前払費用   18,709   19,595  886 

11. 繰延税金資産   145,412   128,805  △ 16,606 

12. その他 ※2  35,218   46,264  11,046 

13. 貸倒引当金   △ 406   △ 976  △ 570 

流動資産合計   5,826,420 43.7  5,539,244 42.7 △ 287,175 

Ⅱ 固定資産         

 (1) 有形固定資産         

 1． 建物 ※1,4 2,464,517   2,503,700    

  減価償却累計額  1,195,453 1,269,063  1,293,466 1,210,233  △ 58,830 

2． 構築物 ※4 180,895   180,895    

 減価償却累計額  140,951 39,944  145,548 35,347  △ 4,596 

3． 機械装置 ※4 1,480,535   1,507,515    

 減価償却累計額  982,372 498,163  1,050,260 457,254  △ 40,908 

 4． 車両運搬具  13,893   13,893    

  減価償却累計額  10,355 3,537  11,586 2,306  △ 1,230 

 5． 工具器具備品 ※4 382,906   427,320    

  減価償却累計額  264,730 118,175  298,444 128,876  10,701 

 6． 土地 ※1,4  1,734,617   1,734,617  － 

 有形固定資産合計   3,663,501 27.5  3,568,636 27.5 △ 94,864 

 (2) 無形固定資産         

 1． ソフトウェア   28,363   20,849  △ 7,513 

 2． 電話加入権   5,201   5,201  － 

 3． その他   449   305  △ 144 

 無形固定資産合計   34,014 0.2  26,356 0.2 △ 7,658 

 (3) 投資その他の資産         

 1． 投資有価証券   711,936   869,372  157,435 

 2． 関係会社株式   59,500   59,500  － 

 3． 関係会社出資金   396,046   396,046  － 

 4． 長期貸付金   －   25,000  25,000 

 5． 従業員長期貸付金   18,969   1,952  △ 17,016 

 6． 長期前払費用   28,411   17,221  △ 11,190 

 7． 繰延税金資産   189,523   176,180  △ 13,342 

 8． 賃貸用不動産 ※1 2,128,594   2,128,594    

  減価償却累計額  82,737 2,045,856  108,194 2,020,399  △ 25,457 

 9． 投資組合出資金   145,658   －  △ 145,658 

 10． 保険積立金   －   129,989  129,989 

 11． その他 ※5  256,915   224,835  △ 32,080 

 12． 貸倒引当金   △ 45,276   △ 72,076  △ 26,800 

 投資その他の資産合計   3,807,542 28.6  3,848,421 29.6 40,878 

 固定資産合計  7,505,058 56.3  7,443,414 57.3 △ 61,643 

資産合計  13,331,478 100.0  12,982,659 100.0 △ 348,818 
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 前事業年度 

(平成16年5月31日現在) 

当事業年度 

(平成17年5月31日現在) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

増減 

（千円） 

(負債の部)  
       

Ⅰ 流動負債         

1. 支払手形   592,576   545,137  △ 47,438 

2. 買掛金   212,172   176,957  △ 35,215 

3. 一年内返済予定長期借入金 ※1  928,000   760,000  △ 168,000 

4. 未払金   259,010   100,550  △ 158,460 

5. 未払費用   47,988   52,049  4,061 

6. 未払法人税等   252,027   262,915  10,888 

7. 未払消費税等   22,818   53,843  31,024 

8. 前受金   13,571   28,405  14,834 

9. 預り金   46,180   56,663  10,483 

10. 前受収益   467   1,460  993 

流動負債合計   2,374,813 17.8  2,037,982 15.7 △ 336,830 

Ⅱ 固定負債         

1. 長期借入金 ※1  1,375,000   860,000  △ 515,000 

2. 退職給付引当金   227,968   122,261  △ 105,706 

3. 役員退職慰労引当金   342,333   345,014  2,681 

4. 預り保証金   122,282   135,895  13,613 

 5. その他   －   15,376  15,376 

 固定負債合計   2,067,583 15.5  1,478,549 11.4 △ 589,034 

 負債合計   4,442,396 33.3  3,516,531 27.1 △ 925,864 

 (資本の部)        
 

Ⅰ 資本金 ※3  2,623,347 19.7  2,623,347 20.2 － 

Ⅱ 資本剰余金         

1.資本準備金  3,092,112   3,092,112    

2.その他資本剰余金         

 (1)自己株式処分差益  3,474   18,179    

資本剰余金合計   3,095,587 23.2  3,110,292 23.9 14,704 

Ⅲ 利益剰余金         

1.利益準備金  197,670   197,670    

2.任意積立金         

 (1)特別償却積立金  16,357   19,316    

 (2)別途積立金  2,035,000   2,335,000    

3.当期未処分利益  979,209   1,173,736    

利益剰余金合計   3,228,237 24.2  3,725,723 28.7 497,485 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※5  109,906 0.8  141,916 1.1 32,010 

Ⅴ 自己株式 ※6  △ 167,996 △ 1.2  △ 135,151 △ 1.0 32,845 

 資本合計  8,889,082 66.7  9,466,128 72.9 577,045 

 負債・資本合計 13,331,478 100.0 12,982,659 100.0 △ 348,818 
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損益計算書 
 

  前事業年度 
（自 平成15年6月 １日 
至 平成16年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年6月 １日 
至 平成17年5月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比 
（％） 金額（千円） 

百分比 
（％） 

         
Ⅰ 売上高   5,733,208 100.0  6,284,927 100.0 
         
Ⅱ 売上原価        
 1. 期首製品棚卸高  405,119   446,468   
 2. 当期製品製造原価  3,547,162   3,846,737   

 計  3,952,281   4,293,205   
 3. 他勘定振替高 ※1 161,995   191,695   
 4. 期末製品棚卸高  446,468 3,343,817 58.3 509,152 3,592,357 57.2 
 売上総利益   2,389,391 41.7  2,692,569 42.8 
         
Ⅲ 販売費及び一般管理費        
 1. 荷造運送費  87,057   93,419   
 2. 広告宣伝費  55,217   61,476   
 3. 役員報酬  50,280   45,170   
 4. 給与手当  667,659   771,039   
 5. 退職給付費用  27,509   26,677   
 6. 役員退職慰労引当金繰入額  1,928   2,681   
 7. 福利厚生費  93,902   112,556   
 8. 賃借料  90,692   90,796   
 9. 減価償却費  87,639   96,470   
 10. 租税公課  22,061   41,955   
 11. 支払手数料  94,621   114,459   
 12. 試験研究費 ※2 113,478   108,523   
 13. その他  248,035 1,640,084 28.6 313,278 1,878,504 29.9 
 営業利益  749,306 13.1  814,064 12.9 
        
Ⅳ 営業外収益        
 1. 受取利息 4,684   6,453   
 2. 有価証券利息 768   447   
 3. 受取配当金 ※3 39,717   43,945   
 4. 不動産賃貸収入 155,799   147,154   
 5. その他 44,918 245,888 4.2 55,839 253,839 4.0 

Ⅴ 営業外費用        
 1. 支払利息  21,994   17,573   
 2. 不動産賃貸費用  83,228   75,677   
 3. その他  22,003 127,226 2.2 3,938 97,190 1.5 

 経常利益   867,968 15.1  970,714 15.4 
         

Ⅵ 特別利益        

 1. 投資有価証券売却益  11,843   －   

 2. 固定資産売却益 ※4 3,295   517   

 3. 退職給付制度間移行利益  － 15,138 0.3 90,317 90,834 1.5 

Ⅶ 特別損失        

 1. 投資有価証券売却損 6,259   358   

 2. 固定資産除却損 ※5 3,418   2,339   

 3. 貸倒引当金繰入額  － 9,678 0.2 1,800 4,497 0.1 

 税引前当期純利益  873,429 15.2  1,057,051 16.8 
 法人税､住民税及び事業税  337,609   405,031   

 法人税等調整額  24,636 362,245 6.3 8,813 413,844 6.6 

 当期純利益   511,183 8.9  643,207 10.2 

 前期繰越利益   468,026   530,528  

 当期未処分利益   979,209   1,173,736  
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利益処分案 

  

 前事業年度 
（自 平成15年6月 １日 
至 平成16年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年6月 １日 
至 平成17年5月31日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

（当期未処分利益の処分）     

Ⅰ 当期未処分利益  979,209  1,173,736 

Ⅱ 任意積立金取崩額     

特別償却積立金取崩額 4,227 4,227 4,098 4,098 

 合計 983,437 1,177,834 

Ⅲ 利益処分額     

1.配当金 130,721  155,050  

2.役員賞与金 15,000  18,000  

(うち監査役賞与金) (2,000)  (2,000)  

3.任意積立金     

(1)別途積立金 300,000  300,000  

(2)特別償却積立金 7,187 452,908 － 473,050 

Ⅳ 次期繰越利益  530,528  704,784 

     

（その他資本剰余金の処分）     

Ⅰ その他資本剰余金  3,474  18,179 

Ⅱ その他資本剰余金次期繰越額  3,474  18,179 

     

(注) 配当金は発行済株式総数から自己株式を前事業年度は322,228株、当事業年度は259,228株を除いて算定しております。 
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重要な会計方針 

 

項目 

前事業年度 

（自 平成15年6月 １日 

至 平成16年5月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年6月 １日 

至 平成17年5月31日） 

1.有価証券の評価基準及び評

価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2) その他有価証券 

①時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

 

 

 

②時価のないもの 

同左 

2.デリバティブの評価基準 時価法 同左 

3.棚卸資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 製品・原材料・仕掛品 

移動平均法による原価法 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法 

(1) 製品・原材料・仕掛品 

同左 

(2) 貯蔵品 

同左 

4.固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成 10年 4月 1日以降取得し

た建物（建物付属設備を除く）について

は定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

建物         15～47年 

機械装置         10年 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

①ソフトウェア 

自社利用ソフトウェアは、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。 

(2) 無形固定資産 

①ソフトウェア 

同左 

 ②その他 

定額法 

②その他 

同左 

 (3) 長期前払費用 

均等償却法 

(3) 長期前払費用 

同左 

 (4) 賃貸用不動産 

  定額法（耐用年数42年） 

(4) 賃貸用不動産 

同左 

5.引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については過去の貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務の額から年金資産

の額を控除した額を計上しております。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務に基づき計上して

おります。 

(追加情報) 

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、

平成 16年 6月において、適格退職年金

制度及び退職一時金制度の一部について

確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付

制度間の移行等に関する会計処理」（企

業会計基準適用指針第1号）を適用して

おります。 

本移行に伴う影響額は、特別利益として

90,317千円計上されております。 
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項目 

前事業年度 

（自 平成15年6月 １日 

至 平成16年5月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年6月 １日 

至 平成17年5月31日） 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の100％

を計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

6.外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左 

7.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

同左 

8.ヘッジ会計の方法 借入金に係る金利スワップについては特例処

理を採用しております。 

同左 

9.その他財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

 

（表示方法の変更） 

前事業年度 
（自 平成15年6月 １日 
至 平成16年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年6月 １日 
至 平成17年5月31日） 

 （貸借対照表） 

(1)「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成 16年法律

第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年12

月 1日より適用となること及び「金融商品会計に関する実

務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月

15日付で改正されたことに伴い、当期より投資事業有限

責任組合及びこれに類する組合への出資（証券取引法第 2

条第 2項により有価証券とみなされるもの）を投資有価証

券として表示する方法に変更いたしました。 

なお、当期の「投資有価証券」に含まれる当該出資の額は

116,084千円であり、前期における投資その他の資産の

「投資組合出資金」に含まれている当該出資の額は

145,658千円であります。 

 (2)前期まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示して

おりました「保険積立金」は、資産総額の 100分の１を超

えたため、当期において区分掲記することとしました。 

なお、前期の「その他」の含まれる「保険積立金」は

121,609千円であります。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

前事業年度 

（平成16年5月31日現在） 

当事業年度 

（平成17年5月31日現在） 

※1．担保に供している資産    ※1．担保に供している資産    

 建物 851,978 千円   建物 816,303 千円  

 土地 883,956    土地 883,956   

 賃貸用不動産 2,045,856    賃貸用不動産 2,020,399   

 計 3,781,791 千円   計 3,720,659 千円  

           

上記に対応する債務    上記に対応する債務    

 一年内返済予定長期借入金 578,000 千円   一年内返済予定長期借入金 400,000 千円  

 長期借入金 800,000    長期借入金 400,000   

 計 1,378,000 千円   計 800,000 千円  

          

※2．関係会社にかかる注記 ※2．関係会社にかかる注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対する主な資産は、次のとおりであります。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対する主な資産は、次のとおりであります。 

 受取手形及び売掛金 126,474 千円   受取手形及び売掛金 117,996 千円  

          

  

※3．会社が発行する株式の総数 普通株式 32,000,000株 ※3．会社が発行する株式の総数 普通株式 32,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 8,011,728株  発行済株式総数 普通株式 8,011,728株 

  

※4．有形固定資産の圧縮記帳   ※4．有形固定資産の圧縮記帳   

 企業誘致促進補助金等の受入れにより取得価額より控

除した圧縮記帳額は、次のとおりであります。 

 企業誘致促進補助金等の受入れにより取得価額より控

除した圧縮記帳額は、次のとおりであります。 

建物 39,743 千円   建物 39,743 千円  

構築物 7,910    構築物 7,910   

機械装置 67,712    機械装置 67,712   

工具器具備品 1,975    工具器具備品 1,975   

土地 162,175    土地 162,175   

計 279,516 千円   計 279,516 千円  

※5．配当制限 ※5．配当制限 

商法施行規則第 124条第 3号に規定する純資産額は、

109,906千円であります。 

商法施行規則第 124条第 3号に規定する純資産額は、

142,497千円であります。 

  

※6．自己株式の保有数 ※6．自己株式の保有数 

普通株式 322,228 株  普通株式 259,228 株  

  

7．保証債務 7．保証債務 

 下記の会社の金融機関からの借入に対し、次のとおり

債務保証しております。 
 下記の会社の金融機関からの借入に対し、次のとおり

債務保証しております。 

相手先 金額   相手先 金額  

 オプトシグマ 

コーポレーション 
 

25,318千円 

（230千米ドル） 
 

 
タックコート㈱  102,373千円  

 
タックコート㈱  118,509千円  

 
シグマ光機共済会  42,130千円  

シグマ光機共済会  29,450千円      
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(損益計算書関係) 

前事業年度 
（自 平成15年6月 １日 
至 平成16年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年6月 １日 
至 平成17年5月31日） 

※1． 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※1．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

 工具器具備品 

試験研究費 

販売費及び一般管理費「その他」 

17,659 

113,478 

30,857 

千円 

 

 工具器具備品 

試験研究費 

販売費及び一般管理費「その他」 

20,145 

108,523 

63,026 

千円 

 

 

 

 

 計 161,995 千円  計 191,695 千円  

         

※2． 一般管理費に含まれる研究開発費は 113,478千円であ

ります。 

※2．一般管理費に含まれる研究開発費は 108,523千円であ

ります。 

   

※3．  ※3．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれてお

ります。 

  受取配当金 25,700 千円  

      

※4． 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※4．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 

機械装置 

工具器具備品 

3,178 

117 

千円 

 

 機械装置 

工具器具備品 

20 

497 

千円 

 

 

 

計 3,295 千円  計 517 千円  

         

※5． 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※5．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 

機械装置 

工具器具備品 

1,873 

465 

千円 

 

機械装置 

車両運搬具 

工具器具備品 

3,293 

74 

50 

千円 

 

計 3,418 千円 

 

計 2,339 千円 
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(リース取引関係) 

前事業年度 
（自 平成15年6月 １日 
至 平成16年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年6月 １日 
至 平成17年5月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

期末残高 

相当額 

（千円） 

機械装置 217,598 143,569 74,029 

その他 115,014 80,782 34,232 

計 332,612 224,351 108,261 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

期末残高 

相当額 

（千円） 

機械装置 170,092 127,711 42,381 

その他 109,404 97,707 11,696 

計 279,496 225,418 54,078 

(注)          同左 

2.未経過リース料期末残高相当額 2.未経過リース料期末残高相当額 

 1年内 

1年超 

54,183 

54,078 

千円   

 

1年内 

1年超 

37,389 

16,688 

千円  

 計 108,261 千円   計 54,078 千円  

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(注)          同左 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 3.支払リース料及び減価償却費相当額 

(1)支払リース料 

(2)減価償却費相当額 

60,640 

60,640 

千円 

千円 

 (1)支払リース料 

(2)減価償却費相当額 

54,183 

54,183 

千円 

千円 

 

4.減価償却費相当額の算定方法 4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

同左 

 

 

 

(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 
前事業年度 

（自 平成15年6月 １日 
至 平成16年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年6月 １日 
至 平成17年5月31日） 

1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳   1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳  

 役員退職慰労引当金 136,145 千円  役員退職慰労引当金 137,212 千円  

 棚卸資産評価損 118,460    棚卸資産評価損 102,657   

 関係会社株式評価損 120,312    関係会社株式評価損 120,312   

 退職給付引当金 84,240    退職給付引当金 45,412   

 会員権評価損 31,363    会員権評価損 32,078   

 その他 50,052    その他 91,264   

 繰延税金資産合計 540,574    繰延税金資産合計 528,937   

 評価性引当額 △ 120,312    評価性引当額 △ 120,312   

 繰延税金負債と相殺 △ 85,326    繰延税金負債と相殺 △ 103,638   

 繰延税金資産の純額 334,935 千円   繰延税金資産の純額 304,986 千円  
         
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な原因別の内訳 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な原因別の内訳 

 

 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が、法定実効税率の 100分の5以下であ

るため注記を省略しております。 

  同左  
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(1株当たり情報) 

 

項目 

前事業年度 
（自 平成15年6月 １日 
至 平成16年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年6月 １日 
至 平成17年5月31日） 

1株当たり純資産額 1,154円05銭 1,218円72銭 

1株当たり当期純利益 64円97銭 81円10銭 

潜在株式調整後1株当たり 

当期純利益 

64円37銭 80円50銭 

（注）1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 

前事業年度 
（自 平成15年6月 １日 
至 平成16年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年6月 １日 
至 平成17年5月31日） 

1株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 511,183 643,207 

普通株主に帰属しない金額（千円） 

利益処分による役員賞与 

 

15,000 

 

18,000 

普通株式に係る当期純利益（千円） 496,183 625,207 

普通株式の期中平均株式数（株） 7,637,169 7,709,166 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 71,254 57,509 

うち新株予約権（株） 46,385 57,445 

うち自己株式方式によるストックオプ

ション制度に係る潜在株式（株） 

 

24,869 

 

64 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

1株当たり当期純利益に含めなかった潜在株

式の概要 

－ 商法第280条の20及び第280条の21

の規定に基づくストックオプション 

（新株予約権） 

平成16年8月26日定時株主総会決議 

72個 

 

 

（重要な後発事象） 

前事業年度 

（自 平成15年6月 １日 

至 平成16年5月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年6月 １日 

至 平成17年5月31日） 

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成16年6月2日付

で退職金規程の改定をおこない、適格退職年金制度及び退職

一時金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行しております。

本移行に伴う翌事業年度の損益に与える影響額は 90,605千円

（特別利益）の見込みであります。 

該当事項はありません。 
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役員の異動（平成17年8月25日付） 

 

(1)代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

(2)その他の役員の異動  

1．新任取締役候補 

取締役生産本部副本部長 水村 峯夫 現 執行役員生産本部副本部長 

兼光学機器部長 兼光学機器部長 

兼技術センター長 兼技術センター長 

 

取締役ＰＭＳリーダー 小泉 俊郎 現 特別顧問 

 兼ＰＭＳリーダー 

（注）ＰＭＳは、精密加工システムプロジェクトの略。 

 

2．新任監査役候補 

監  査  役 磯部 文昭 （現 内部監査室長） 

   （注）すでに監査役として選任しております大野昭夫、鈴木志明、野﨑昭司は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に

関する法律」第18条第1項に規定する社外監査役の要件を満たすことになります。 

 

3．退任予定取締役 

田仲 健治     （現 取締役） 

 

4．退任予定監査役 

江頭 英明     （現 常勤監査役） 

 

（注）組織変更・人事異動（平成 17年9月 1日付）につきましては、別途プレスリリースしております「組織変更および人事異

動に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

以 上 

 

 

 


